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おわりに
はじめに
ローマの法律を１つ１つ検討しその全体像を描こうとする作業は、20世
紀初頭に上梓された Giovanni Rotondiの
(１)
作品が古典的権威を持ったた
め、この１世紀間新しい成果に乏しかった。むろん Rotondiの作品以降
にも、個別の法律についての研究、法律を歴史的動態と捉え歴史的・社会
的コンテクストに埋め込む作業、19世紀的法律実証主義に基づくローマ共
和政像に代わる共和政社会の実態を法律を素材として描こうとする試み、
このようなさまざまな成果が達成された。けれども、Rotondiの作品を止
揚し法律の全体像を新たな観点から描こうとする試みは、1990年代に至り
はじめて着手されたと考えられる。その重要な成果として、共和政初期に
ついては Dieter Flachの
(２)
作品、共和政中期についてはMarianne Elster
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(１) Rotondi,G.,Leges publicae populi romani (1912).
（２) Flach,D.,Die Gesetze der fru?hen ro?mischen Republik (1994).本作品は共和
の
(３)
作品を上げることができ
(４)
よう。
筆者も、このような学界動向の下で、共和政初期の法律として史料およ
び学説に見出せるすべてのものを検討しローマ共和政初期史に埋め込む作
業を試
(５)
みた。本稿は、それに続いて、共和政中期に制定されたと伝わる法
律を検討し、ローマの法律の実体を描こうとする試みの一つである。
共和政初期においては民会の制定する法律（lex）とプレブス集会の定
めるプレブス決議（plebiscitum）に法的効力の違いがあると理解され、
287年頃（以下、本稿の年代はすべて紀元前である）のホルテーンシウス法に
より両者の効力は同等とされたといわれる。このため、共和政初期につい
ての筆者の作業は共和政の開始から287年までを対象とした。本稿はこれ
に続くものとして287年から241年までの法律を対象とする。241年を画期
としたのは相対的な意味しかない。紙幅の制約もあるが、第１次ポエニ戦
政開始から前367年までを扱うため、本稿での検討対象とはならない。
（３) Elster,M.,Die Gesetze der mittleren ro?mischen Republik (2003).本作品の扱
う時期は前366年から前134年までであり、本作品および Rotondiの作品が本稿で
の主要な検討対象となる。
（４) その他、個別の法律を検討し法律の全体像を明らかにしようとする試みとし
て、ケントゥウリア民会の立法のみを対象とするが、Paananen, U., Legislation
 
in the comitia centuriata,in Senatus populusque romanus(1993）を上げることが
できよう。Crawford,M.H.ed.,Roman Statutes［＝RS］I& II(1996）は碑文史
料・文献史料に見出せる法律の文言を再構成しようとする作品で、ローマの法律全
体を検討するものではないが、法律テクスト校訂の新しい成果として重要と考えら
れる。他方、Williamson,C.,The Laws of the Roman People.Public Law in the
 
Expansio and Decline of the Roman Republic(2005）もローマの法律についての
近年の成果ではあるが、ローマの対外発展に際し法律がどのような機能を担ったか
を主題とする作品であり、個別の法律についての検討に基づいて法律の全体像を描
くことを主目的とはしない。例えば、Williamson,op.cit.,452ff.は前349年から前
25年までの法律のリストを掲げているが、Rotondiがその法律の存在に疑義を呈し
たものを外したリストに過ぎず、あくまで Rotondiの業績を前提としている。し
たがって、本稿の主題とは大きく異なり、この作品は以下での検討対象とはならな
い。
(５) 原田『ローマ共和政初期立法史論』（2002）
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争終結を一つの区切りとし、イタリア半島の統一から初の属州の獲得に至
る、ローマが対外的にその勢力を拡大した時期にどのような法律が制定さ
れたのか、まとめて考察しようとするものに過ぎない。
この時期について概略を述べれば、次のようになろう。290年、第３次
サムニウム戦争がローマの勝利に終わり、イタリア半島中部へのローマの
覇権が確立したが、それは半島南部のギリシア人諸都市との軋轢を生み出
すものでもあった。とりわけ、南部イタリアで勢力を維持しようとする都
市タレントゥムとの緊張は、タレントゥムによるエペイロス王ピュロスの
イタリア上陸を招き、ここにピュロス戦争が始まる。ローマそしてその同
盟都市は、ヘレニズム最強と世評高い海外侵略勢力との初の戦いに臨むこ
とになった。280年から275年まで続いたこの熾烈な戦争は、辛くもピュロ
スをイタリアから撃退することでローマの勝利に終わった。こうして、南
部イタリアにもローマの覇権が確立し、ローマは一定程度のイタリア半島
統一を成し遂げた。ヘレニズム軍団を打ち破った成果は273年にプトレマ
イオス朝エジプトとの友好条約締結に帰結した。けれども、ローマに安寧
の時機が到来したわけではなかった。半島北部のガリア人との戦闘は継続
し、264年には第１次ポエニ戦争が始まる。初の半島外での戦争、本格的
な海戦、ローマにとって経験のない戦いは意外にも概ねローマの連勝のう
ちに進んだが、ローマにとっての誤算は自然災害であった。操船術に未熟
なローマ軍は、暴風雨・座礁等により、大きな損害を被った。そして、戦
争末期にはカルタゴに猛将ハミルカル・バルカ（ハンニバルの父）が現れ、
ローマは戦闘でも苦戦を強いられた。けれども、ローマはアエグサ島沖の
戦いでカルタゴに決定的な勝利を収め、ここに23年におよぶ戦闘は終了
し、241年、ローマはカルタゴと和平を結んだ。その結果、ローマは海外
で直接支配を行う属州を初めて獲得する。
以上のローマの対外発展の時期に関し、史料状況は共和政初期と決定的
に異なる。共和政ローマ史にとって最も基本的な史料であるリーウィウス
の『都市建設以来』11巻から20巻までが伝わらず291年から219年までの記
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述が失われてしまった。ポリュビオス『歴史』等により第１次ポエニ戦争
の概略は伝わるが、ローマ国内の状況はほとんど分からない。その結果、
伝わる法律の数も内容も共和政初期あるいはハンニバル戦争以降の時期に
比べ圧倒的に少ない。本稿の検討には史料上の限界があり、リーウィウス
の叙述が伝わる時期との質的な偏差があることを認識しなければならな
い。
以下においては、史料上法律を示唆するラテン語表現、例えば、‘lex’、
‘plebiscitum’、‘ferre ad populum’、‘latum ad populum’、‘iussum
 
populi’、‘iussu populi’、等に着目し、これらが認められる場合には法律
として採録するという方針をとる。ギリシア語史料の場合には、必ずしも
ラテン語表現とギリシア語表現が相応するわけではないので、上記ラテン
語表現を機械的にギリシア語表現に当てはめることはできないが、法律
（υο?μο）とか民衆（ ?δμο、 ?πλθο etc.）とか集会（εκκλησ?αetc.）を意
味する言葉に着目し、これらに基づいて法律の存在を見出そうとする。ま
た、史料の文脈から法律の存在を推定できる場合にも、法律を採録するこ
ととする。ただし、当然ではあるが、何らかの思弁的な前提に基づいて法
律を見出そうとはしない。
他方、共和政初期については史料状況のため史料に法律を示唆する表現
がある場合でもその信憑性につき十分慎重に検討しなければならないが、
本稿で扱う時期は概ね史料叙述に信憑性を認めてよい時期と判断できる。
個別の法律について信憑性を問題とする場合はあるが、一般的には史料表
現から法律の存在を推定する以上の作業は必要ないと考
(６)
える。
また、以下の叙述では法律とプレブス決議の区別は行っていない。本稿
で扱う時期には法律とプレブス決議は同等の効果を持つものとされ、史料
上も両者の区別は明示されていないからである。そのため、プレブスのト
リブーヌスが提案しプレブス決議であることが明らかである場合でも、法
(６) さしあたり、原田、前掲書、42頁以下、とりわけ、56頁以下を参照。
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律と表現する。
本稿は以上の方針で287年から241年までの法律の内容・制定年代・制定
事情について検討する。まず、Ⅰでは史料上信憑性をもち制定年代等伝わ
るものについて検討し、次いでⅡでは史料上の信憑性はあるが制定年代等
不確実であるものを考察する。Ⅲでは一部史料に法律を示唆する表現があ
るが他の史料も総合的に判断すれば法律の存在を全面的には認めがたいも
のについて検討する。Ⅳでは史料上の根拠がないにもかかわらず研究者に
よって法律と想定されているものについて検討する。最後にこの時期の法
律について若干のまとめを
(７)
行う。
Ⅰ 信憑性を持ち制定年代も確定できる法律
１ 281年 タレントゥムとの開戦を定める法律
ピュロス戦争の契機となったタレントゥムとの開戦を定める法律であ
る。この法律の存在はディオニューシオスおよびリーウィウスの「概要」
に示唆さ
(１)
れるが、とりわけディオニューシオスは開戦についての国民によ
る決定があったと
(２)
記す。すなわち、おそらくは前年のトゥーリー解
(３)
放戦を
支援するためにタレントゥムの港湾に進入したローマ艦船をタレントゥム
が攻撃し何艘かが沈められ捕虜とされる者たちもいた。引き続き、タレン
トゥムはトゥーリーに進軍し、駐屯していたローマ軍を一掃しその町を略
奪した。これにたいし、ローマはタレントゥムに使節を派遣し、賠償を要
求した。けれども、タレントゥムがこれを無視したため、ローマの元老院
(７) なお、本稿で検討する時期にも制定された可能性がある、「ユーピテル神を宥
めるための競技開催についてのマエニウス法」、「審判人選出についてのピーナーリ
ウス法」、「父たちの承認についてのマエニウス法」については、原田、前掲書、74
頁以下を参照。
(１) Dion.19,6,1ff.;Liv.per.12.
(２) Dion.19,6,3.
(３) 後出Ⅱ-２トゥーリー救援についてのアエリウス法を参照。
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では、即座に宣戦布告すべきとする者たちと、現在継続中の他の戦争を終
わらせるまで宣戦布告は延期すべきという者たちとの間で、激しい論争と
なった。結局、前者の考えが数で上回り、即時の開戦が元老院で決定さ
れ、国民はこの元老院の決定を承認
(４)
した。
このように、当該事例は、元老院の決定、それに続く国民の承認とい
う、通常の宣戦布告手続に相当する、と考えてよいであ
(５)
ろう。すなわち、
祭祀職の一つであるフェティアーリスがローマに対し侵害を行っている国
家に派遣され一定の儀式を行った上で侵害に関する一定の要求（侵害行為
の中止および賠償要求）を行う。合意に至らなかった場合にはフェティア
ーリスはローマに帰還し、元老院および国民は開戦を支持する決定を行
う。再びフェティアーリスは敵との境界線に赴き、式語を発し敵の領域に
槍を投げ込む。こうして宣戦布告が行われ開戦に至る。以上の手続であ
る。
けれども、Langeは、開戦を延期する民衆の決定があったと
(６)
する。こ
れにたいし、Rotondiは、開戦しないという元老院の決定を民衆が承認す
る必要はなく、ディオニューシオスはそれを誤解して民衆の承認について
述べているとして、Lex (?)de bello cum Tarentibus differendo(タレン
トゥム人との戦争を延期する法律?）と疑問符を付し、Langeの見解を批判
する。他方、タレントゥムとの開戦を決定する法律はそのリストに掲げて
い
(７)
ない。
(４) この当時のローマとタレントゥムの状況に関しては、さしあたり、Franke,P.
R.,Pyrrhus,in The Cambridge Ancient History?［＝CAH］VII-2(1989),456ff.
参照。
(５) cf.Elster,op. cit.,134.宣戦布告の一般的なあり方については、さしあたり、
MacDonald,A.H.and Walbank,F.W.,The Origins of the Second Macedonian
 
War, in JRS 27(1937),192ff.;Ziegler,K.-H.,Das Vo?lkerrecht der ro?mischen
 
Republik,in ANRW I-2(1972),101ff.参照。
(６) Lange,L.,Ro?mische Alterthu?mer?［＝RA］2(1879),680.
(７) Rotondi,op. cit.,242f.
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おそらくディオニューシオスの読みに誤解があったため、このような議
論となったのであろう。ディオニューシオスによれば、元老院では即時の
開戦が決定さ
(８)
れたのだから、「開戦を延期する法律」は存在し得ない。し
たがって、Langeの想定は支持できない。その限りでは、この法律を疑
問視する Rotondiの主張は結果としては正当である。けれども、Rotondi
の議論の前提も成り立たないので、彼の主張内容も正当ではない。そうし
て、以下で見るように、開戦にあたって国民の決定が常に必要だったわけ
ではないよう
(９)
だが、開戦に際し国民の決定が伴うことはローマ共和政の国
家制度に矛盾するものでは
(10)
ない。
以上より、281年に、タレントゥムへの開戦を定める法律が存在したと
考えられよう。
２ 270年 レーギウムの守備隊についての法律
280年代の末にレーギウムはその都市の危機に際してローマに救援を要
請
(11)
した。ローマはカンパーニア人からなる軍団を派遣しレーギウムに駐屯
させた。この軍団はしばらくは都市の警護にあたっていたが、やがて反乱
を起こし、レーギウム人を殺害し都市を占拠した。ローマは他の戦争に従
事していたため対処が遅れ、ほぼ10年後の270年にレーギウム救済に向か
った。ローマ軍は反乱兵の多数を殺害し、生き残った者たちをローマに連
れ帰った。彼らは、ローマのフォールムに引き出され、笞で打たれた後、
斧で首を刎ねられて処刑さ
(12)
れた。
(８) Loeb Classical Libraryのディオニューシオスの翻訳、Dionysius of Haricar-
nassus,Roman Antiquities XI,transl.by Cary,E.(1950),351も筆者と同様の理解
である。
(９) 後出Ⅳ-５カルタゴとの開戦を定める法律を参照。
(10) さしあたり、Pol.6,14,10参照。
(11) Dion. 20, 4, 1ff.によれば、ルーカーニア人やブルッティウム人がトゥーリー
を攻撃していた時期なので、282年となる。Pol.1,7,6によれば、ピュロスがイタ
リア上陸を企てていた時期なので、280年となる。
(12) Pol.1,7,6ff.;Dion.20,4,1ff.;20,16,1f.;Liv.per.15;Val.Max.2,7,15;
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レーギウムに派遣されたローマ駐屯軍の員数、その指揮者の名前、ロー
マに連れ帰られた反乱兵の員数、これら細かな点で各史料の叙述は異なっ
ているが、全体として上述の点では一致がある。ただし、ディオニューシ
オスにおいては、反乱が２度生じ、いずれもローマが鎮めたと読みと
(13)
れる。
問題なのは、反乱兵の処刑に至る手続である。ポリュビオスやフロンテ
ィーヌスは手続については伝え
(14)
ない。他方、オロシウスは ‘populi iussu’
と明白に国民の立法による関与を伝
(15)
える。ディオニューシオスは、元老院
と国民が問題に取り組み、トリブスの投票によって反乱兵の処刑が定めら
れたと
(16)
する。ウァレリウス・マークシムスは‘securi percuti iussit’として
斧による処刑を定める際に動詞 ‘iubere’を用いているが、主語が明示され
てい
(17)
ない。文脈上、国民、元老院、いずれかの可能性がある。むろん、オ
ロシウスやディオニューシオスの表現が後の時期に伝承に加えられた可能
性はあるが、それを立証する方法はない。また、ポリュビオス等の他の史
料で国民の決定とは異なる手続が明示的に示されているわけでもない。と
すれば、伝えられている叙述に則って、当該の事例では反乱兵の処刑につ
いて決定する法律が定められたと想定してよいと考えられる。この前提に
立てば、ウァレリウス・マークシムスにおける ‘iubere’の主語も
‘populus’と想定してよいのではなかろ
(18)
うか。
Oros.4,3,3ff.;Front.strat.4,1,38.
(13) Dion.20,4,1ff.;20,16,1f.
(14) Pol.1,7,12は処刑の手続としてコンスルの先導を伝えるのみである。Front.
strat.4,1,38では元老院議決が伝わるが、これは処刑がなされた後の措置に関わる
ものである。Liv.per.15は事実関係についての簡単な叙述である。
(15) Oros.4,3,6.
(16) Dion.20,16,1.
(17) Val.Max.2,7,15.
(18) Rotondi,op. cit.,243も法律の存在を認める。Lange,RA 2,696f.は、Dion.
20, 16, 1に基づいて、プレブス決議を想定する。Botsford, G. W., The Roman
 
Assemblies from their Origin to the End of the Republic (1909),254も同様。
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ただし、Elsterは、当該事例は判決もしくは軍事法廷に関わるもので
あり、ディオニューシオスの伝えるトリブスによる決定も死刑判決の確定
であるとして、当該事例は立法ではなく司法に関わるものと
(19)
する。ローマ
共和政に司法と立法との近代的な峻別を主張してどのような意味があるか
不明だが、少なくとも当該事例では司法を示唆する表現、例えば ‘iudica-
re’は何ら用いられていない。国民の決定を立法ではなく司法事例と捉え
るべき場合はある。それはそうした事例では ‘iudicare’という動詞が用い
られ ‘iubere’は用いられていないことを理由と
(20)
する。けれども、本事例で
は、‘iubere’が用いられ、この点にこそ重点を置くべきである。われわれ
からすれば司法事例と思えるものも、ローマ人は立法事例と考えていた可
能性を認識することこそ重要であろう。
３ 264年 マメルティニ人への救援派遣についての法律
第１次ポエニ戦争開始に重要な意味を持った法律である。マメルティニ
人とはシュラクサエ王アガトクレスのカンパーニア人傭兵で、王の死後自
立し、メッサナを占拠し周辺を略奪していた。やがてシュラクサエのヒエ
ロンが勢力を増大したため窮地に陥ると、カルタゴの駐屯軍を受け入れヒ
エロンに対抗した。次いで、マメルティニ人はカルタゴとローマを秤にか
け後者を選び、ローマに救援要請を行った。ローマの元老院ではこれに応
えるべきかにつき長い議論となった。一方ではカルタゴの勢力拡大への憂
慮、一方ではレーギウムのカンパーニア人兵士を極刑に処
(21)
したのに同様の
マメルティニ人を救援するのは道義に悖るという論点、この二つが大きく
対立したからである。最終的な結論に至らず、国民に決定が委ねられた。
(19) Elster,op. cit.,138f.
(20) 例えば、446年のコリオリーの土地の帰属をめぐる国民の決定を、Rotondi,
op. cit.,207は法律と捉えるが、Liv.3,71,2ff.で用いられているのは ‘iudicare’と
いう表現であり ‘iubere’ではない。このことから、当該事例は司法事例と理解され
るべきである。原田、前掲書、78頁以下参照。
(21) 前出Ⅰ-２レーギウムの守備隊についての法律を参照。
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国民は、国益と並んで戦利品を獲られるという期待も抱き、マメルティニ
人を救援すると決定した。
以上は、最も纏まって伝わっているポリュビオスの
(22)
叙述のごく簡単な要
約であるが、ポリュビオスは明白にマメルティニ人への救援要請を定めた
国民の投票について伝えて
(23)
いる。そして、研究者でこの投票による決定を
疑う者は管見にして知ら
(24)
ない。以上より、本法律が存在したと想定してよ
いであ
(25)
ろう。
４ 263年 ヒエロンとの和平を結ぶ法律
263年のコンスル、M’.オタキリウスとM’.ウァレリウスがシキリアに
派遣されると、カルタゴ側やシュラクサエ側の大半の都市がローマに服属
した。この状況を見たヒエロンは、カルタゴとの同盟を破棄し、ローマに
講和を求めてコンスルたちの下に使者を送った。ローマは、ポリュビオス
によれば食糧供給が得られることを期待し、これを受け入れた。こうし
て、ローマとヒエロンとの間に和平が締結された。
(22) Pol.1,7,1ff.
(23) とりわけ、Pol.1,11,2.cf.Zon.8,8,4;8,8,6.ただし、Liv.per.16は元老院
の決定によるとしている。
(24) 第１次ポエニ戦争を主題とする文献はここでは省略し、法律について主題とす
る文献を示せば、Rotondi,op. cit.,244;Paananen,art. cit.,33;Elster,op. cit.,
146ff.
(25) ただし、投票が行われた集会については見解が分かれている。例えば、
Rotondi,op. cit.,244はケントゥウリア民会（この法律について明言されているわ
けではないが、カルタゴへの宣戦布告と同一の法律である可能性を指摘し、宣戦布
告についてはケントゥウリア民会が管轄を持つと明言されている以上、このように
解釈できる）、Scullard,H.H.,Carthago and Rome,in CAH 7-2,542はトリブス
民会、Paananen,art.cit.,33はプレブス集会とする。この法律は開戦決定ではない
から、戦争を管轄とするケントゥウリア民会を自動的に想定できるわけではない。
ポリュビオスは提案者を ?としているので、何らかの軍事指揮者とりわ
けコンスルを示しているように読める。とすれば、ケントゥウリア民会あるいはト
リブス民会の可能性が高いであろう。
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以上は、ポリュビオスの
(26)
叙述に主として基づいた和平締結に至る過程の
要約である。ポリュビオスによれば同盟関係が結ばれたが、リーウィウス
の「概要」によればヒエロンに和平が認められただけで
(27)
ある。さらに、こ
のとき締結された条約の内容についても史料により様々である。ヒエロン
に課されたものとして、身代金無しでの戦争捕虜の返還を伝えるものもあ
れば、戦費補塡を伝えるものもあり、その額も史料により様々で
(28)
ある。
けれども、本稿にとって重要なのは、和平が成立するに至る手続であ
る。先の状況であるから、和平とその内容についての協議は両コンスルと
ヒエロンとの間でなされたであろう。けれども、これによって即座に和平
が成立したわけではないようで、ポリュビオスはローマ国民による投票に
よる承認を伝
(29)
える。残念ながら、他の史料でこれに言及するものはない。
けれども、和平締結の際、まず戦場の指揮者が和平およびその内容につい
て敵と論じ、次いで、これを容認するか・拒否するか、元老院が検討し、
最終的に国民の投票に委ねられる、このような手続が一般的なものであっ
たと、いくつかの例を引いて、De Martinoは論じて
(30)
いる。当該の事例も
そうした一般手続に該当するものと考えられ、本事例にこうした手続を特
に排除すべき理由は見出せない。実際、ほとんどの文献はポリュビオスの
バージョンを採用して、本法律の存在を認めて
(31)
いる。
(26) Pol.1,16,1ff.
(27) Pol.1,16,9;Liv.per.16.
(28) ①身代金無しでの戦争捕虜の返還につき述べるもの：Pol.1,16,9;Diod.23,4,
1.②戦費補塡の額：(i）100タラントン：Pol.1,16,9.(ii）200タラントン：Eutr.2,
19,2;Oros.4,7,3.
(29) Pol.1,17,1.
(30) De Martino,F.,Storia della costituzione romana II?(1973),197f.
(31) Lange,RA 2,680f.;Rotondi,op.cit.,245;Scullard,art.cit.,546;Elster,op.
cit.,153.
前287年から前241年までのローマの法律（原田) 397
５ 252年 騎兵の従軍期間延長を定める法律
フロンティーヌスによ
(32)
れば、コンスル、アウレーリウス・コッタは、な
すべき業務に就くよう騎兵に命じたが、彼らがこれに不服従であったた
め、ケンソルに譴責を課すよう求めた。次いで、元老院は、これまでの騎
兵たちの従軍期間は本来の従軍期間に参入され
(33)
ない、と定めた。プレブス
のトリブーヌスも同じことを国民に提案した。すべての者たちの合意によ
って規律が確立された。
ウァレリウス・マークシムスは、フロンティーヌスには簡単にしか触れ
られていないケンソルの譴責について伝
(34)
える。ケンソル、M’.ウァレリウ
スと P.センプローニウスは、シキリアで塹壕掘りの業務を命じられた400
人の騎兵の青年がこれにしたがわなかったため、彼らから国家支給の馬を
剥奪し彼らをアエラリウスと
(35)
した。
アウレーリウス・コッタがコンスルであり、M’.ウァレリウスと P.セ
ンプローニウスがケンソルだったのは252年なので、当該事例は同年と同
定で
(36)
きる。そして、本事例を伝えるのはフロンティーヌスのみであるが、
ウァレリウス・マークシムスの叙述の目的はケンソルの活動を記すことに
あり、そのため、プレブスのトリブーヌスによる立法は省かれたのかもし
れない。他方、フロンティーヌスではプレブスのトリブーヌスによる提案
(32) Front.strat.4,1,22.
(33) ‘ne eis praeterita aera procederent’は直訳すれば「過ぎ去った時は彼らには
過ぎたのではないように」となるが、本文で示した内容と理解できよう。けれど
も、Rotondi,op.cit.,245;Kunkel,W./Wittmann,R.,Staatsordnung und Staats-
praxis der ro?mischen Republik. Zweite Abschnitt Die Magstratur (1995), 617
(Wittmannの記述）は「兵士給を未払いとする決定」と理解する。何らかの誤解
によるとしか思えない。cf.Elster,op. cit.,155???.
(34) Val.Max.,2,9,7.
(35) 彼らのケンソルとしての活動については、Cram,R.V.,The Roman Censors,
in Harvard Studies in Classical Philology51(1940),87f.;Suolahti,J.,The Roman
 
Censors. A Study on Social Structure (1963), 275;Broughton, T. R. S., The
 
Magistrates of the Roman Republic I (1951),212参照。
(36) Broughton,op. cit.,212.
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が明白に伝えられている（tribuni quoque plebis de eadem re ad populum
 
pertulerunt）。したがって、当法律の存在を認めることができると考えら
れよう。
けれども、なぜコンスルは一方ではケンソルに譴責を求め他方では元老
院の措置とそれに続く立法を求めたのであろうか。ケンソルの譴責だけで
十分である、あるいは、元老院の措置のみで十分であるとすれば、この法
律の信憑性に問題が生じることになろう。
なぜ元老院の措置と立法が並存したかについて、例えば、Bleickenは、
常設の公職に現在就任していない者あるいは私人の権限に関し元老院と公
職に激しい対立があったとき法律が介入する場合があり、本事例はその対
立については十分に伝えていないがそうした場合に該当する、と
(37)
する。け
れども、本事例に公職と元老院の対立を見出すのは無理である。フロンテ
ィーヌスの叙述にしたがえば、コンスルの意図はケンソルによってのみな
らず元老院によっても実現されたからである。
Elsterは、ケンソルの措置は原則的にはそのケンソル在職中にしか有
効でなく、コンスルにとって重要だったのは不服従に対し有効な罰を科す
ことによって規律を確立することであり、それは法律によってしか達成で
きなかったとする。そして、コンスルはなおシキリアに留まったであろう
から、その意を受けたプレブスのトリブーヌスが立法したのであ
(38)
ると。と
すれば、ケンソルの措置はあってもよいが必要なものではなかったことに
なろう。けれども、フロンティーヌスによれば、コンスルはまずケンソル
に譴責を求めているのである。
私見では、フロンティーヌスの伝える最後の箇所、すなわち、「すべて
の者の合意によって規律が確立される」ことこそ、コンスルにとって重要
だったのではないだろうか。コンスルにとっては第１次ポエニ戦争という
(37) Bleicken, J., Lex Publica. Gesetz und Recht in der ro?mischen Republik
(1975）［＝LP］,130.
(38) Elster,op. cit.,156.
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重要な局面において、軍規の確立、インペリウムへの不服従という事態の
廃棄こそが重要だったであろう。この点では Elsterと同旨である。けれ
ども、コンスルは法的規範としても習俗上の規範としてもそれを求めたの
であろう。前者は立法によって、後者はケンソルの譴責によって、それぞ
れの規範が実現されるべきことを求めた。さらに、規範確立について国家
制度上の権限はないが、共和政において大きな権威を持つ元老院にもそれ
を求めた。こうして、「すべての者の合意によって」コンスルが求める軍
規の確立が達成されたのではないだろうか。
以上のように考えれば、ケンソルの措置・元老院の措置が並存するから
といって法律が必要ではなかったということにはならないであろう。した
がって、コンスルの命令に不服従だった騎兵に、これまで彼らが果たした
従軍期間を正規の従軍期間と認めない、という内容の法律が存在したと想
定してよいであろう。ほとんどの文献も、当該の法律の存在を認
(39)
める。
６ 241年 L.カエキリウス・メテルルスに特権を付与する法律
プリーニウスによれば、カエキリウス・メテルルスは、ウェスタの神殿
が火災となったとき、パルラス神の像を急ぎ持ち出しその際に失明した。
国民は、彼にかつて誰にも与えたことのない事柄、すなわち、彼が元老院
に出かける際にはいつも馬車で赴くことを命
(40)
じた。
当該の事例は他の史料にも見出される。例えば、オロシウスはウェスタ
神殿の火災の折メテルルスが腕に大火傷を負ったと伝
(41)
える。リーウィウス
の「概要」も、ウェスタ神殿の火災においてポンティフェクス・マークシ
ムスであるメテルルスが聖なる品物を救ったと伝
(42)
える。したがって、少な
(39) Rotondi,op.cit.,245;Niccolini,G.,I fasti dei tribuni della plebe(1934),86;
Bleicken,LP,130;Kunkel/Wittmann,op.cit.,617;Elster,op.cit.,155f.(もっ
とも、RotondiおよびWittmannには内容上の誤解がある）
(40) Plin.n. h.7,141.
(41) Oros.4,11,9.
(42) Liv.per.19.
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くともウェスタ神殿の火災に際しメテルルスが神殿の付属物を救ったこと
について、国民伝承が確立していたと理解できよう。
この事例は、リーウィウスの「概要」の叙述より、年代の推定が可能で
ある。すなわち、そこでは、第１次ポエニ戦争の和平の締結（241年）と
トリブス・ウェリナおよびトリブス・クィリナの新設（最後のトリブス設
置、241年）の間に記されて
(43)
おり、241年に生じたと考えられる。
そして、プリーニウスの明白な表現から、メテルルスに一定の特権を付
与する法律が存在したと想定してよいであろう。元老院議員は元老院会議
の開かれる場所に徒歩で赴くよう慣習上定まっていたが、国家祭祀に重要
な物を救い身体的なハンディキャップを負ったため元老院会議への出席が
困難となった人物に、その国家への貢献を鑑みて、一定の特権が付与され
たのである。元老院議員の特権についてポリュビオスは次のように述べ
る。元老院議員が伝統的に有している権限を剥奪したり一部を廃止したり
する法案が提出された場合、それを決定できるのは国民だけであ
(44)
ると。し
たがって、元老院議員に従来認められていない権限を付与することができ
るのも、国民だったと理解できる。本法律はこうした考えに合致するもの
で
(45)
ある。
他方、Bleickenは、本法律の存在を認めつつ、本法律の意義は特権の
付与ではなく徒歩での来場という慣習上の定めを免除することにあると主
張
(46)
する。けれども、例えば、盲目で元老院会議への出席が困難だったアッ
ピウス・クラウディウス・カエクスには輿による来場が認めら
(47)
れた。した
がって、徒歩での来場義務を免除したとしても、どのような乗り物を認め
るかは事例によって異なる。当該の事例は、メテルルスの国家への特別の
貢献を評価して、輿ではなく馬車による来場を認めた。この点において、
(43) Liv.per.19.
(44) Pol.6,16,3.
(45) Rotondi,op. cit.,246;Elster,op. cit.,165も同旨。
(46) Bleicken,LP,131.
(47) Val.Max.8,13,5.
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本法律はメテルルスに特権を付与するものと考えることができよう。
７ 241年 カルタゴとの和平を認める法律
241年、コンスル、C.ルターティウスがアエグサ島沖での海戦に決定的
な勝利を収めた
(48)
結果、カルタゴはもはや戦争の継続を不可能と判断してハ
ミルカル・バルカにローマとの和平交渉に入るよう全権を委
(49)
ねた。バルカ
はリリュバエウムに帰還していたルターティウスの下に赴き、和平の準備
交渉に入った。それが準備交渉だったのは、ローマ民会が承認して初め
て、和平が成立するからで
(50)
ある。カルタゴはシキリアから撤退する、ヒエ
ロンともシュラクサエともシュラクサエの同盟者とも戦争しない、捕虜全
員を身代金無しでローマに返還する、20年以内に銀2200タラントンをロー
マに支払う、以上がこの段階での和平協定の内容だ
(51)
った。けれども、これ
がローマに知らされたとき、民会はこれを承認しなか
(52)
った。そこで詳細を
検討するための10人委員が構成されシキリアに派遣された。彼らによって
若干カルタゴの負担が重くされた。すなわち、銀1000タラントン増やし支
払期限を半分に減らす、カルタゴはイタリアとシキリアの間にある島々か
らも撤退
(53)
すると。
以上が、ポリュビオスに基づく第１次ポエニ戦争の終結と和平成立の過
程の要約である。ゾナラスによれば、ローマ民会が準備交渉の内容を拒否
し新しい内容を加えたと伝わる。額は不明であるが賠償金の増額、カルタ
ゴはイタリアに艦船で航行してはならない、イタリア人あるいはローマ同
盟者を傭兵としてはならない、以上で
(54)
ある。リーウィウスの「概要」
(48) Pol.1,60,4ff.
(49) Pol.1,62,1ff.
(50) Pol.1,62,8.
(51) Pol.1,62,8f.
(52) Pol.1,63,1.
(53) Pol.1,63,1ff.
(54) Zon.8,17,6.なお、Oros.4,11,2はサルディニアの割譲をも含めるが、サルデ
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(55)
では、ルターティウスがアエグサ島沖の海戦で勝利しカルタゴは和平を求
め認められた、以上の簡単な叙述しかなされていない。
ポリュビオスおよびゾナラスに共通するのは、ルターティウスとハミル
カルとの交渉内容がローマ国民に否定されさらに条件が付加されて和平に
至ったという過程である。これは、第２次ポエニ戦争開戦に関わって、リ
ーウィウスが
(56)
伝え、ポリュビオスにも再述されるところで
(57)
ある。したがっ
て、準備交渉の内容は国民によって否認されたと考えてよいであろう。
けれども、奇妙なことに、どの史料にも、改訂された協定内容について
国民が承認したという叙述を見出せない。その限りにおいては、第１次ポ
エニ戦争を終結させた和平を認める法律は存在しなかったかのようであ
る。けれども、ポリュビオスは、ローマ国民の最も重要な機能として、和
平と開戦についての審議を上げて
(58)
いる。これに例外があることは例えば第
１次ポエニ戦争開戦を認める法律が存在しない
(59)
ことから明らかであるが、
この事例においては和平についての法律が存在したと想定すべきであろ
う。ルターティウスとハミルカルとの予備交渉における協定では、ポリュ
ビオスによれば、「ローマの民会がこれを承認すれば」という文言が含ま
れて
(60)
いた。また、リーウィウスは、この協定内容が条約として成立しなか
ったのは、「（同盟が）父たちの承認によっても、国民の命令によっても、
成立しなかったから（quia neque auctoritate patrum nec populi iussu ictum
 
est）」と述べて
(61)
いる。このように国民の承認が和平成立の前提とされてい
ィニアについてローマとカルタゴに問題が生じたのは237年と考えられるので、オ
ロシウスの叙述は認められない。
(55) Liv.per.19.
(56) Liv.21,18,10;21,19,3.
(57) Pol.3,21,2.
(58) Pol.6,14,10.
(59) 後出 Ⅳ-５カルタゴとの開戦を定める法律を参照。
(60) Pol.1,62,8.
(61) Liv.21,18,10.
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る以上、10人委員の案も、それが即座に和平を決定したのではなく、ロー
マに持ち帰られて国民の投票に付されたと想定すべきであろう。ゾナラス
によれば民会の決定自体は触れられていないが改定条件を定めたのは民会
であるから、その条件の決定が国民の和平容認としてゾナラスには理解さ
れているかもしれない。
このように、そのコンテクストから和平を認める法律が存在したと推論
され、この点は研究者においても認められて
(62)
いる。
Ⅱ 信憑性を持つが制定年代が不確定な法律
１ ３世紀初頭? 不法損害についてのアクィーリウス法
この不法行為法に関する重要な法律の内容および信憑性について、ここ
で検討することはしない。この法律が存在したことは学説彙簒の該当法文
より確実であり、この法律の内容に関する様々な議論については、わが国
でも西村隆誉志氏の専門研究が
(１)
ある。ここではその制定年代および制定事
情について何らかの推論が可能か否かにつき、検討したい。
制定年代は、通常、次のように推論されて287年頃とされている。ウル
ピアーヌスはこの法律をプレブス決議と明
(２)
示し、プレブス決議は287年頃
のホルテーンシウス法によって法律の効力を持ったから、この法律は少な
くとも287年より後のものとなる。他方、テオピロスおよびバシリカの注
(３)
釈者によれば、この法律はプレブスとパトリキーの騒乱に関わり、とりわ
けバシリカの注釈によれば、この法律を提案したアクィーリウスはプレブ
スの市外退去の指導者であった。ホルテーンシウス法制定の際にも市外退
去が存在し、この市外退去にアクィーリウスが関わったと考えられる。よ
(62) さしあたり、Rotondi,op. cit.,247;Elster,op. cit.,167f.
(１) とりわけ、西村『ローマ損害賠償法理論史――法理論の歴史過程――』（1999）
(２) Ulp.D.9,2,1,1.
(３) Theop.Paraph.4,3,15;Anon.ad Bas.60,3,1.
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って、287年頃にアクィーリウス法は制定されたのであ
(４)
ると。
まず、筆者の理解によれば、プレブス決議はノービリタースの形成に伴
ってすでに320年代以降法的効力を持っていた。したがって、ホルテーン
シウス法はプレブス決議が法的効力を獲得する画期となるわけでは
(５)
ない。
東ローマの法学者たちの伝える情報はどうか。彼らの叙述によれば、彼
らは市外退去を１回しか存在しないものと理解していたように読みとれ
る。彼らが数回の市外退去を理解していたとすれば、とりわけバシリカの
注釈者は「アクィーリウスが加わった市外退去」といった表現をするはず
であ
(６)
ろう。他方、年代記的史料では、通常、市外退去は３度生じた。彼ら
が年代記的史料を参照していたとすれば、アクィーリウスが参加した市外
退去はどの市外退去なのか、明示する必要がある。それがなされていない
ことから、彼らが年代記的史料を参照した可能性は低いと理解できる。と
すれば、彼らはどのようにしてアクィーリウス法の制定事情について叙述
することができたのか。ポンポーニウスは、学説彙簒の
(７)
法文で、市外退去
は十二表法制定の際に生じ、その結果、プレブス組織が形成されプレブス
決議が法律と同等のものとされたと記している。第１回市外退去によるプ
レブス組織の成立、十二表法制定に関わる第２回市外退去、ホルテーンシ
ウス法に関わる第３回市外退去、このような市外退去に関する年代記的伝
(４) 例えば、Niccolini,op. cit.,391.これにしたがうものとして、Broughton,op.
cit.,186.西村、前掲書、22頁以下も同旨。Rotondi, op. cit., 241も、?を付しなが
ら、286年のものとする。むろん、様々な見解があり、例えば、Honore, A. M.,
Linguistic and Social Context of the Lex Aquilia,in IJ 7(1972),147ff.は第２
次ポエニ戦争の末期からその僅か後すなわち209年から195年までの時期を想定す
る。年代付けに関する様々な見解については、比較的古い見解は Rotondi,op.cit.,
241f.を、比較的近年の見解は Crook,J.A.,Lex Aquilia,in Athenaeum 72(1984),
68f.を参照。ここでは様々な見解の検討には立ち入らない。
(５) 原田、前掲書、247頁以下、286頁以下参照。
(６) cf.Gordon,W.M., Dating the lex Aquilia, in Essays in Honour of Ben
 
Beinart I (1978),317.
(７) Pomp.D.1,2,2,8.cf.id.,D.1,2,2,20;1,2,2,21.
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承が１回の市外退去にまとめられてしまっている。バシリカの注釈者の叙
述は、このポンポーニウスの理解と基本的に同じである。他方、ウルピア
ーヌス文より、アクィーリウス法はプレブス決議であった。プレブス決議
が法律の効力を持つのは、ポンポーニウス文より、市外退去の後のことで
あった。このように、東ローマの法学者たちは法文史料に伝わる事柄を総
合させてその叙述を著した可能性が高いのではなかろ
(８)
うか。年代記的伝承
に基づかず後２世紀以降の法学者の見解を典拠にアクィーリウス法の制定
事情について語るであろう、東ローマの法学者たちの叙述に大きな信頼を
寄せるのは危険であろう。
とすれば、どのようにしてこの法律の制定年代を推論できるのか。ま
ず、キケローがこの法律について言及しており、その叙述からすれば、ア
クィーリウス法はキケローにとって相当古いものであ
(９)
った。また、ウルピ
アーヌスによ
(10)
れば、この法律はM.ユーニウス・ブルートゥスが検討し
た。このユーニウス・ブルートゥスは、ポンポーニウスによって、149年
のコンスル、M’.マーニーリウス、133年のコンスル、P.ムーキウス・ス
カエウォラと並んで、「市民法の創設者」の一人として、あげられて
(11)
いる。
したがって、少なくとも２世紀半ばにこの法律が存在したのは間違いない。
規定の文言に古い時期を想起させるものがあると、よく指摘されて
(12)
いる。この点で、筆者は一つの単語に注目したい。アクィーリウス法の文
言として再構成される
(13)
文章のなかに、損害額の評価に関する文章がある。
第１章の ‘quanti ea res in eo anno plurimi
(14)
fuit’、第３章の ‘quanti in
(８) cf.Honore,art.cit.,145f.;Gordon,art.cit.,316f.このような認識は、Botsfo-
rd,op. cit.,332?にすでに認められる。
(９) Cic.Tull.9.
(10) Ulp.D.9,2,27,22
(11) Pomp.D.1,2,2,39.cf.Honore,art. cit.,140.
(12) 例えば、Crook,art. cit.,76参照。ただし、Crookはこの方法を用いての年代
推定に相当慎重である。
(13) さしあたり、西村、前掲書、26頁注６）参照。
(14) Gai.3,210.また、Gai.D.9,2,2,1:quanti id eo anno plurimi fuit
早法87巻２号（2012）406
 
triginta diebus proximus
(15)
fuit’である。動詞 ‘fuit’は古典ラテン語では完
了過去の時制を示す。他方、第１章、第３章、共に未来時制を用いる法文
もある。例えば、第１章：‘quanti in eo anno plurimi ea res
(16)
fuerit’、第３
章：‘quanti ea res erit in diebus triginta
(17)
proximus’である。第１章の
‘fuerit’は接続法の完了過去、直説法の未来完了、いずれかの可能性があ
るが、未来時制と考えられる。「その年の最高価格」についてのガーイウ
スの解説によれば、「ある者が被った損害より多くを得るということが生
じることがある」とされて
(18)
おり、損害額は損害が生じた時点でのものより
多くを将来評価される場合がありうる、という意味であろう。なぜなら、
損害が生じた時点での過去１年間の最高額と解するならば、損害額はすで
に確定しており「多くを得るということが生じることがある」という帰結
にはならないからである。したがって、損害が生じた年においてその年が
終わるまでに生じうるであろう最高の損害額が意味されると解される。と
すれば、第１章での ‘fuerit’は未来時制を示すと解すべきであろう。他
方、第３章では ‘erit’が用いられ、これは明らかに未来時制である。した
がって、第３章は「損害が生じた時点以降の30日間の最高額」が損害額評
価となる。第１章・第３章、いずれも損害額評価に関し未来時制が用いら
れている可能性を想定できるので、‘fuit’についても未来時制を表現する
ものと理解できるのではないだろうか。
Crookによれば、古拙ラテン語では未来時制を表す ‘fuit’の用法が存在
したようで
(19)
ある。そして、そのような用法が認められるのは、３世紀初期
より以前のことであるら
(20)
しい。こうした表現がアクィーリウス法の文言に
(15) Ulp.D.9,2,29,8.
(16) Gai.3,214.また、Inst.4,3,9:quanti id eo anno plurimi fuerit
(17) Ulp.D.9,2,27,5.また、Gai.3,218:quanti in diebus xxx proximus ea res
 
fuerit
(18) Gai.3,214.
(19) Crook,in RS II,725.
(20) Crook,in RS II,723.
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存在していることから、この法律は、通常考えられるように287年頃とそ
の年代を特定できるわけではないが、それに近い年代のもの、すなわち、
３世紀初期頃のものと想定してよいのかもしれない。むろん、この法律が
古いものであることを示すために、後の時期に未来時制を示す ‘fuit’とい
う表現がテクストに加えられた、この可能性も排除できない。したがっ
て、ここでの筆者の推論は決定的な根拠を持つものではない。そして残念
ながら、筆者には制定年代を推定する他の論拠を見出しがたい。以上よ
り、本法律は３世紀初頭頃に制定されたという可能性を指摘するに留め
(21)
たい。
このように制定年代についてほとんど不確定である以上、その制定事情
を検討できるだけの論拠を見出しがたい。制定事情について唯一伝える東
ローマの法学者の情報は信憑性の乏しいものであった。したがって、制定
事情については不明とせざるを得ない。
２ 287年頃～284年 トゥーリー救援についてのアエリウス法
プリーニウスによれば、プレブスのトリブーヌス、C.アエリウスは、
トゥーリーを２度攻撃したルーカーニア人ステンニウス・スタルリウスに
敵対する法律を提案したことで（lege perlata）、トゥーリー人から像と金
の冠を送ら
(22)
れた。
プリーニウスの関心は外国人がローマ人の像を建てた事例の紹介にある
ので、この法律の制定年代や内容については伝わらない。ただ、これに続
くプリーニウスの記事および他の史料から制定年代についてある程度推論
可能である。
プリーニウスは、これに続いて、トゥーリー人がトゥーリーを包囲から
(21) Elster,op.cit.,130は、287年のものとして上げながらも、ディクタートル、ホ
ルテーンシウスとこの法律は無条件に結びつくものではなく、３世紀のものとする
に留めるのがもっとも信憑性が高いとする。
(22) Plin.n. h.34,32.
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解放したファーブリキウスに像を送ったと伝
(23)
える。ウァレリウス・マーク
シムスおよびディオニューシオスによれば、282年、サビニー人・ルーカ
ーニア人・ブルッティウム人がトゥーリーを包囲し、コンスル、ファーブ
リキウス・ルスキヌスがこれらをうち破りトゥーリーを解放
(24)
した。この帰
結としてファーブリキウスに像が送られたとプリーニウスが伝えているな
らば、アエリウスの法律はそれに先行するものだから、少なくとも、282
年よりは前のものとなる。
他方、リーウィウス11巻の「概要」によれば、287年頃のホルテーンシ
ウスのディクタートル職に引き続いて、ウォルシニー人との戦闘、トゥー
リー人救援のためのルーカーニア人との戦闘がリーウィウスの11巻で叙述
されているという。そして、リーウィウス12巻の「概要」では、プラエト
ル、ルーキウス・カエキリウスについて述べられている。L.カエキリウ
スがプラエトルに在職したのは283年の
(25)
ことだから、11巻の「概要」が伝
える「トゥリー人救援のためのルーカーニア人との戦闘」は282年のファ
ーブリキウスの活動とは一致しない。とすれば、リーウィウス11巻で叙述
されたであろうルーカーニア人との戦闘はアエリウスの活動に相当する可
能性が高い。それは、287年頃より後のものであり283年より早いものとな
る。以上より、ここでは287年頃～284年と表記することと
(26)
した。
他方、史料でプレブス決議と明記されているにもかかわらず、コンスル
による立法と捉える見解がある。例えば、Salmonは286年頃に C.アエリ
ウスのプレブス決議が成立した、あるいは、286年にコンスル、C.アエリ
ウスによるケントゥウリア民会での法律があった、いずれにも可能性があ
ると
(27)
する。Bleickenは、プレブスのトリブーヌス、C.アエリウスがコン
(23) Plin.n. h.34,32.
(24) Val.Max.1,8,6;Dion.19,13,1.
(25) Broughton,op. cit.,188.
(26) Liv.per.11に基づき、Niccolini,op. cit.,83f.は286年、Broughton,op. cit.,
186f.は285年とする。
(27) Salmon,E.T.,Samnium and Samnites (1967),281f.;282?.
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スルに働きかけてこの法律を成立させた、あるいは、285年のコンスル、
C.アエリウスがこの法律を定めたと
(28)
する。このような見解の前提は開戦
の決定はケントゥウリア民会の管轄であるに違いないという点である。確
かに、この時期に C.アエリウスという名前のコンスルは在職したよ
(29)
うだ
が、伝承の伝えるところを変更するだけの根拠はない。そもそも、この法
律の内容が不明であり、開戦の決定であるかどうか、明らかでない。ま
た、開戦の決定であるとしても、ケントゥウリア民会における手続と並ん
で、プレブス集会でそのような内容の決定がなされたことを排除できるも
のではない。
当該法律を開戦決定ではないと考えた上で、Belochは、この法律はス
テンニウス・スタルリウスという個人を譴責する内容なのだから、ローマ
とルーカーニアに同盟関係が生じて初めて成立しうるものであり、３世紀
初期には存在し得ないと
(30)
する。Elsterもこの Belochの想定を一定程度評
価し、他方、史料の証言も勘案して、年代については決定できないと
(31)
する。
けれども、先に見たように、この法律の内容は伝えられていない。ステン
ニウス・スタルリウスが個人的に譴責されたか、戦闘によってうち破られた
かは、明らかでなく、後者の可能性も前者と同様に成り立ちうるのである。
史料状況から推論しうる限り、私見では、表記した時期に制定されたと
するのがもっとも穏当のように考えら
(32)
れる。
３ 制定年代不詳 保証についてのアプレーイウス法
この共同保証人の責任に関する法律はガーイウスが伝える。ローマ法上
(28) Bleicken, Das Volkstribunat der klassischen Republik. Studien zu seiner
 
Entwicklung zwischen 287 und 133 v. Chr?.(1968),45f.
(29) Broughton,op. cit.,186.
(30) Beloch,K. J.,Ro?mische Geschichte bis zum Beginn der punischen Kriege
(1926),460f.
(31) Elster,op. cit.,133.
(32) なお、Rotondi,op. cit.にはこの法律は上げられていない。
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債権債務関係の担保としての保証には、誓約（sponsio）、信約（fide-
promissio）、信命（fideiussio）と
(33)
あるが、本法律は、誓約人、信約人、そ
れぞれが複数いる場合、彼らの間の関係を組合のようにみなして、共同保
証人のうちの一人が自分の負担分より多くを支払った場合、その超過分に
ついて他の者を相手取って訴訟を起こすことを認めた。このアプレーイウ
ス法の後にフーリウス法が定めら
(34)
れた。フーリウス法によれば、債務は金
銭が請求される際に共同保証人の頭数で分割されて、共同保証人はそれぞ
れその額について責任を負
(35)
った。アプレーイウス法はイタリアでも属州で
も適用されるが、フーリウス法はイタリアにしか適用されない。そのた
め、ガーイウスの時期には、イタリアでもアプレーイウス法が適用される
かにつき、論争があったようで
(36)
ある。
アプレーイウス法につきガーイウスが伝えるのは、概ね以上である。ガ
ーイウスが彼の時期にも存在する法律として伝えるので、上述の内容を持
つアプレーイウス法という法律が存在したのは確かであろう。けれども、
その内容を除けば制定年代も制定事情も伝わらず、この法律を歴史的コン
テクストに埋め込む作業はおよそなしえない。
われわれにできることは、保証に関する法律の相対的な年代付けだけで
ある。すなわち、まずアプレーイウス法が定められ、次いでフーリウス法
が制定されたと。
アプレーイウス法の大まかな制定年代は推論できないだろうか。私見で
は、それもほぼ不可能である。様々な見解は
(37)
あるが、通常は、本法律はイ
(33) これら相互の関係については、G.クリンゲンベルク『ローマ債権法講義』（瀧
澤栄治訳、2001）、153頁参照。
(34) Gai.3,122.
(35) Gai.3,121.
(36) Gai.3,122.
(37) 管見では、想定されているもっとも古い年代は Lange,RA 2,621の391年、も
っとも新しい年代はAppleton,Ch.,Les loi romaines sur le cautionnement,in SZ
26(1905),4f.;37f.の103年である。いずれもそれぞれが想定する年にアプレーイウ
スというプレブスのトリブーヌスが在職したことによる。
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タリアにも属州にも適用されたから、最初の属州である属州シキリアが設
置されて以降にすなわち241年以降に制定された、と想定されて
(38)
きた。な
るほど、フーリウス法は属州設置以降のものとしか考えられない。ローマ
がイタリア半島しか支配していない状況でイタリアにのみ適用される法律
を定めることには何の意味もないからである。したがって、フーリウス法
は241年以降に制定されたと考えられる。他方、Wittmannが指摘
(39)
するよ
うに、アプレーイウス法がイタリアにも属州にも適用されたというガーイ
ウスの叙述はフーリウス法との対比のためのものであって、アプレーイウ
ス法が最
・
初
・
か
・
ら
・
イタリアにも属州にも適用されたということを意味するも
のではない。アプレーイウス法は、属州が獲得される以前に制定されイタ
リアに適用されていたが、やがて属州が獲得されると属州にもその適用を
拡大された、このようにも想定できるのである。
他方、アプレーイウス法は誓約人にも信約人にも適用され、信約はおそ
らく誓約より新しい制度であると想定し、信約が成立した時点が年代付け
の最上限となる、このようにも考えられよう。けれども、信約がいつの時
点で成立したか、確定する方法はない。
以上より、本法律の制定年代は不明とせざるを得ない。そして、制定年
代が不明であるため、その制定の事情を推論する手がかりもない。むろ
ん、本法律は属州設置以降にもそしてガーイウスの時期にも機能し続ける
ものであった。
Ⅲ 一部史料に伝わるが信憑性に問題ある法律
１ 265年 ケンソル職への再就任を禁じる法律
ウァレリウス・マークシムスによ
(１)
れば、265年のケンソル職に選出され
(38) 例えば、Rotondi,op. cit.,246;Niccolini,op. cit.,397.
(39) Kunkel/Wittmann,op. cit.,614;614???.Elster,op. cit.,166も同旨。
(１) Val.Max.4,1,3.
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た C.マルキウス・ルティルスは、294年にもケンソル職に就任して
(２)
いたた
め、国民をコンティオーに集め、ケンソル職のような大きな権限を持つ公
職に同じ人物を再度選出したとして、国民を非難した。さらに、プルータ
ルコスによ
(３)
れば、マルキウスはケンソル職に２度就任することはできない
という法律を提案し制定させた。なお、マルキウスは、これ以降、ケンソ
ーリヌスという称号を賜
(４)
った。
プルータルコスの叙述に基づいて、265年にケンソル職への再就任を禁
じる法律が制定された、とする見解は
(５)
多い。けれども、筆者はその存在に
ついて慎重に扱うべきと考える。
まず、詳細な状況を伝えるウァレリウス・マークシムスには、法律は伝
えられていない。次に、プルータルコスの叙述からすれば、マルキウスが
法律を提案し成立させたと読みとれる。ケンソルには民会にもプレブス集
会にも法律を提案する権限は
(６)
ない。したがって、当該法律が存在したなら
ば、ケンソルが発議しそれを受けてコンスルもしくはプレブスのトリブー
ヌスが集会に提案して成立させる、という手続が踏まれたことに
(７)
なる。け
れども、そのような手続は伝わらない。そして、その法律を提案したコン
スルもしくはプレブスのトリブーヌスの名前も伝わっていない。例えば、
218年のクラウディウス法は C.フラーミニウスの支持の下に成立したと伝
(２) Broughton,op. cit.,179.
(３) Plut.Cor.1.
(４) Fasti Capitolini recensuit, praefatus est, indicibus instruxit Atilius Degrassi
(1954)［＝Fast. Cap.］,54f.
(５) Lange, RA 1 (1876), 797; id., RA 2, 122; 654; Rotondi, op. cit., 244;
Botsford,op.cit.,332;Cram,art.cit.,87;Suolahti,op.cit.,268;Broughton,op.
cit.,202.
(６) Rotondi,op. cit.,244;Kunkel/Wittmann,op. cit.,6?;Elster,op. cit.,145.
Kunkelはこれを論拠にこの法律の存在を否認する。
(７) Botsford,op.cit.,332;Kunkel/Wittmann,op.cit.,617;617???はプレブスの
トリブーヌスによる提案を想定する（前注（６）で紹介したKunkel/Wittmann
の見解と異なるのは、本注箇所の叙述がWittmannによるためである）。Brough-
ton,op. cit.,202もマルキウスによる直接の提案は想定しない。
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わるが、あくまでもその提案者であるクラウディウスの名前を冠されて伝
わって
(８)
いる。そうして、これまで同一公職への再就任を禁じる法律は存在
しなかった。その状況でケンソル職への再就任禁止を定める国家制度上重
要な法律が成立したならば、提案者も含めて他の史料に言及があってしか
るべきと思われる。
さらに、Elsterの指摘
(９)
するところであるが、216年、M.ファビウス・
ブテオーは、ハンニバル戦争により元老院議員に欠員が生じ元老院議員リ
ストの改訂が必要となったため、それを職務とするディクタートルに指名
さ
(10)
れた。元老院議員リストの改訂はケンソルの職務であるが、220年にケ
ンソル選出がなされケンソル選出の介在期間である５年がまだ経過してい
なかったから、ディクタートルの指名となった。他方、ブテオーはすでに
241年にケンソルに就任して
(11)
いた。彼は、ケンソル選出のための介在期間
が経過していなかったため、ケンソルの職務を執行するディクタートルに
選出されたのである。確かにこの事例はケンソル職への再就任禁止に抵触
するものではない。けれども、同一人物がケンソルの職務を再度担うこと
は、禁じられていなかったとも理解できる。要するに、ケンソルの職務が
重要であるが故に同一人物はケンソル職に再就任できないという前提が、
かなり曖昧なのである。
確かに１つの史料にはケンソル職への再就任を禁じる法律が伝わってい
る。それを完全に否定することはできない。けれども、以上検討したよう
に、この法律に関しては相当慎重に対処すべきように
(12)
思う。
(８) Liv.21,63,3f.本稿ではこの法律を検討できない。本法律については、さしあ
たり、邦語文献として、馬場典明「営利不関与と plebiscitum Claudianum」九州
大学歴史学・地理学年報７（1983）、１頁以下を参照。
(９) Elster,op. cit.,146.
(10) Liv.23,22,10ff.
(11) Broughton,op. cit.,219.
(12) 例えば、De Martino,op. cit.はこの法律については触れていない。
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２ 253年 ローマ艦船をイタリア沿岸の防衛に用いる法律
第１次ポエニ戦争においてローマは海戦でカルタゴに劣ることはなかっ
た。けれども、ローマを苦しめたのは、海難事故であった。255年、ロー
マは海戦で勝利を収めた後、カマリアの沖合で猛烈な嵐に巻き込まれ、
364隻のうち助かったのは80隻だけだ
(13)
った。253年、小シュルティス近辺の
浅瀬で座礁し、潮が戻るのを待って荷をすべて海中に投じ何とか脱出に成
功したが、外洋で嵐に遭遇し150隻以上の船が失わ
(14)
れた。相次ぐ惨事に新
たな艦隊の編成は断念され、陸戦力を中心とし、新たに建造された60隻の
船はイタリア沿岸の防衛にあたることとさ
(15)
れた。
新たに建造された船をイタリア沿岸の防衛にあたらせることについて、
ゾナラスは国民の決定によるとして
(16)
いる。よって、彼によればそれを内容
とする法律が存在したことになる。けれども、エウトロピウスおよびオロ
シウスは元老院の決定を伝
(17)
える。ポリュビオスはそもそもこの決定につい
て伝え
(18)
ない。アッピアノスによれば、財源の欠乏のために新たな艦隊編成
が断念さ
(19)
れた。この叙述を前提とすれば、国家財政の管理は元老院の管轄
だったので、元老院が決定したというエウトロピウスおよびオロシウスの
叙述がより信憑性を持つ。このように、伝承総体の整合性を考えれば、決
定主体は元老院だったと解される。
以上より、当該事例につき法律を伝える史料も存在するが、そのような
法律の存在については慎重であるべきように考えられる。実際、管見で
(13) Pol.1,36,10ff.なお、ローマ艦隊総数364隻は数が合わない。350隻で出航し途
中でカルタゴ艦船114隻を拿捕しているから、総数は464隻になるはずである。
(14) Pol.1,39,1ff.
(15) Zon.8,14,6;Eutr.2,23;Oros.4,9,12.なお、60隻と船の数を伝えるのは、
Eutr.2,23;Oros.4,9,12;Pol.1,39,9である。
(16) Zon.8,14,6.
(17) Eutr.2,23;Oros.4,9,12.
(18) Pol. 1, 39, 9は、シキリア遠征軍への食糧補給のために、60隻の船が新たに建
造されたとする。
(19) App.Sic.1.
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は、この法律を積極的に認める文献は存在し
(20)
ない。
Ⅳ 研究者は想定するが史料的根拠のない法律
１ 273年 プトレマイオス２世の贈物に関する法律
ピュロス戦争の勝利によりイタリア半島の大きな勢力と認められたロー
マはプトレマイオス朝エジプトと同盟を結ぶに至るが、その友好条約締結
の際に生じた挿話がこれである。同盟関係を結びたいというプトレマイオ
ス２世の意思に対し、ローマは返礼として王に使節を派遣した。ローマの
使節、Q.ファビウス・グルゲス、N.ファビウス・ピクトル、Q.オグルニ
ウス・ガルルスは、プトレマイオス２世からの多くの贈物を持って、ロー
マに帰還した。ディオニューシオスおよびゾナラスによれば、彼らはこれ
らの贈物を国庫に引き渡そうとしたが、元老院はそれを拒否
(１)
した。あるい
は、ウァレリウス・マークシムスによれば、彼らが贈物を国庫に引き渡し
た後、元老院の決定のみならず国民の承認によって（non solum patrum
 
conscriptorum decreto,sed etiam populi permissu）、彼らの一人一人に分配
さ
(２)
れた。
この挿話を伝えるすべての史料は、王の贈物を使節に付与したのは元老
院だったと伝える。ウァレリウス・マークシムスのみが国民の関与を伝え
るが、そこで用いている表現は ‘populi permissu’であり、立法を示す通
常の表現 ‘populi iussu’ではない。したがって、この事例で何らかの国民
の関与があったとしても、それが投票行為を通じての関与だったのか、単
なる意見表明だったのか、明らかでない。むしろ、あらゆる史料に決定権
は元老院にあったと記されているので、当該事例に何らかの法律を想定す
(20) Lange,RA 2,712;Rotondi,op. cit.,245;Elster,op.cit.,154、いずれも元老
院の決定を想定する。
(１) Dion.20,14,2;Zon.8,6.cf.Dio Cass.fr.41.
(２) Val.Max.4,3,9.
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る必要はないと考えられる。原則論からすれば、国庫管理は元老院の管轄
だったので、法律は必要ないので
(３)
ある。
けれども、Rotondi、あるいは、Bleickenは、この挿話に法律の存在を
見出す。Rotondiは、この事例についての注釈でウァレリウス・マークシ
ムスのバージョンのみを引用し、他の史料に言及し
(４)
ない。Bleickenは、
ゾナラスを引き元老院決議しか触れていない史料があるとしながらも、ウ
ァレリウス・マークシムスのバージョンを優先さ
(５)
せる。なぜ他の史料に比
べてウァレリウス・マークシムスのバージョンが優先されるのか、その説
明・立証はない。加えて、先に見たように、そのバージョンによっても、
必ずしも法律の存在は立証できないのである。
２ 269年 銀貨導入についてのファビウス=オグルニウス法
プリーニウスによれば、都市建設以来の485年、Q.オグルニウスと C.
ファビウスがコンスルだった、第１次ポエニ戦争の５年前に、ローマでは
じめて銀貨が刻印さ
(６)
れた。リーウィウスの「概要」によれば、ピーケーヌ
ムのアリーミヌムとサムニウムのベネウェントゥムに植民者が派遣された
頃、ローマ人は銀貨を使い始
(７)
めた。
コンスル、Ap.クラウディウスがピーケーヌム戦争の勝利を寿ぎ凱旋式
を挙行したのは268年で
(８)
あり、他方、第１次ポエニ戦争の５年前でQ.オ
グルニウスと C.ファビウスがコンスルだったのは269年だ
(９)
から、おおよそ
270年頃にローマで銀貨の使用もしくは鋳造が始まったと理解できる。
(３) Badian,E.,Foreign Clientela 264-70 B. C.(1958),33;Elster,op. cit.,136
も同旨。Lange,RA 2,680も国民の関与を可能性としてしか想定していない。
(４) Rotondi,op. cit.,243.
(５) Bleicken,LP,129;129??.
(６) Plin.n. h.33,44.
(７) Liv.per.15.
(８) Fast. Cap.,99.
(９) Broughton,op. cit.,199f.
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けれども、プリーニウスにおいても、リーウィウスの「概要」において
も、銀貨の使用・鋳造に国民が関与したとは何一つ述べられていない。プ
リーニウスでは、コンスル両名の名前が示されているが、それは年代確定
のためのものに過ぎない。そして、プリーニウスは、銀貨の価値の換算に
ついても定められたとしている（例えば、１デナリウス＝アス10リーブラ等）
が、「定めた」を意味する動詞は ‘placet’であり、これは通常元老院の決
定を示す場合に用いられる。したがって、コンスル両名が銀貨導入に関す
る法律を定めたとする根拠は何も
(10)
ない。
他方、Crawfordは、貨幣発行に際しては法律が必要とされた、あるい
は、特定の額面や標準となる重さを採用する場合には法律で定めるのが通
例だった、という前提から出発し、当該のファビウス=オグルニウス法を
想定
(11)
する。彼によれば、銀貨導入の年代が史料によって異なるのは、269
年に同法が制定され、268年に貨幣について管轄を持つケンソルが同法を
施行したからで
(12)
ある。彼は、共和政後期の事例、すなわち、100年頃のク
ローディウス法、90年頃のパーピリウス法から出
(13)
発し、それぞれの時期に
生じた貨幣の重要な変更に際して何らかの法律を見出そうとする。けれど
も、その議論はさして説得的でもない。例えば、彼は211年に何らかの法
律を想定するが、その論拠は、一方は元老院による決定を伝え他方は国民
の決定を伝える、フェストゥスの２つの文章のうち、ローマ国民の行為を
伝える後者のバージョンが信頼できるというだけで
(14)
ある。なぜそのフェス
トゥスのバージョンが優先されるのか、説明はない。本事例に関しては、
法律を示唆する史料は何一つない。にもかかわらず、史料から法律を立証
(10) 法律を専門に扱う文献はほぼ否定的である。Paananen,art.cit.,60は法律の存
在を全否定、Rotondi,op.cit.,243f.;Elster,op.cit.,139f.は元老院の権限を優先さ
せる。
(11) Crawford,Roman Republican Coinage II (1974),610ff.
(12) Crawford,Roman Republican Coinage I (1974),42f.;II,615.
(13) Crawford,op. cit.II,610f.
(14) Crawford,op. cit.II,611f.
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する作業は何らなされず、先験的な前提を適用して年代上の矛盾を取り除
こうとするだけである。彼にとってまず必要な作業は、共和政後期の事例
が共和政中期に適用できるかについて検討することだったであろう。こう
した作業を伴わない見解にしたがう必要はなかろう。
３ 267年 クアエストルの定員を８名にする法律
タキトゥスによれば、４名であったクアエストル職の定員は倍増され
た。それはイタリアに税が課され属州に間接税が課されたからであ
(15)
った。
他方、リーウィウスの「概要」によれば、ウンブリー人とサッレンティー
ニー人が打ち破られ従属した頃、クアエストルの定員が増員さ
(16)
れた。サッ
レンティーニー人にたいする戦勝により、コンスル、M.アティーリウス
と L.ユーニウスは凱旋式を挙
(17)
行し、彼らは267年のコンスルだ
(18)
ったので、
リーウィウスの伝えるクアエストルの定員増員は、267年のこととされる。
そして、タキトゥスの記事で４名が倍増されたことに基づき、267年にク
アエストルの定員は８名に増員されたとさ
(19)
れる。
まず、リーウィウスの「概要」の写本で数が記されていたであろう箇所
は欠損部分であるため、８とは異なる数が記されていた可能性もある。他
方、タキトゥスによれば、クアエストル職の増員はローマのイタリア半島
の統一および属州の獲得の結果とされている。したがって、267年にその
定員が８名となったか、確実でない。Kunkelは、267年には２名の増員
があったのみで、シキリアとサルディニアがローマの属州として獲得され
たときにさらに２名の追加があった、という可能性を指摘する。要する
(15) Tac.ann.11,22.
(16) Liv.per.15.
(17) Fast.Cap.99.
(18) Broughton,op. cit.,200.
(19) Lyd.mag.1,27にもクアエストルの定員が伝わるが12名であり、10名の定員増
がなされたことになる。けれども、この時期にこの数は多すぎるし増員の理由も時
代錯誤である。
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に、タキトゥスの記事は漸次的な増員の結果として定員が８名に倍増した
という内容と捉えるので
(20)
ある。タキトゥスおよびリーウィウスの「概要」、
これら２つを整合的に解釈できる説得的な見解と評価できよう。
とすれば、267年にクアエストルの定員を８名に増員する法律が制定さ
れたとは想定できない。Rotondiや Botsfordはそのような法律を想定
(21)
するが支持できない。他方、８名ではなく何らかの定員増員に関する法律
は存在したのだろうか。けれども、タキトゥスにおいてもリーウィウスの
「概要」においても、定員増員がどのようにして定められたか、全く記さ
れていない。リーウィウスによれば、クアエストルの定員は421年に２名
から４名に増員されたが、これを決定したのは元老院であ
(22)
った。81年、ス
ッラはクアエストルの定員を20名としたが、この際にはタキトゥスは法律
による定員増員を明言して
(23)
いる。したがって、年代記作者はクアエストル
の定員増員の方法について彼らの知る限り記したであろう。当該の事例で
それが記されていないのは、彼らにはそれが知られていなかったというこ
とを示唆している。このような状況で267年にクアエストルの定員増員に
関する法律の存在を主張するのは、何ら根拠のないものといわざるを得な
いであ
(24)
ろう。
４ 266年 Q.ファビウスをアポルロニア人に引き渡す法律
ウァレリウス・マークシムス、ディオン・カッシオス、ゾナラス、リー
ウィウスの「概要」によ
(25)
れば、その目的は明らかではないが、アポルロニ
(20) Kunkel/Wittmann,op. cit.,513;513??.
(21) Rotondi,op.cit.,244;Botsford,op.cit.,332.なお、Lange,RA2,654は、lex
 
Titia de provinciis quaestoriisである可能性も指摘する。
(22) Liv.4,43,11f.原田、前掲書、82頁参照。
(23) Tac.ann.11,22.
(24) 例えば、De Martino,op.cit.,242f.やKunkel/Wittmann,op.cit.,513は、ク
アエストル職の増員に関する法律を想定しない。Elster,op. cit.,142も同旨。
(25) Val.Max.6,6,5;Dio Cass.frg.42;Zon.8,7;Liv.per.15.
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アからの使節がローマにやってきた。ウァレリウス・マークシムスによれ
ばアエディーリースであるQ.ファビウスと Cn.アプロニウスが、あるい
は、ディオン・カッシオスおよびゾナラスによれば元老院議員である両名
が、リーウィウスの「概要」によれば何人かの青年たちが、この使節に打
ちかかった。そのため、ウァレリウス・マークシムスによればファビウス
がアポルロニア人に引き渡され、クアエストルの監視の下でブルンディシ
ウムに送られた。ディオン・カッシオス、ゾナラスによれば、アポルロニ
ア人は彼を無傷で送り返
(26)
した。
史料では、ファビウスをアポルロニア人に引き渡す手続がどのようにし
てなされたのか、明白ではない。ウァレリウス・マークシムスは、元老院
が決して見過ごすべきではない行為（senatus nullo modo praetermitten-
dum opus）として紹介しているから、元老院を引渡の決定主体と考えてい
る。ディオン・カッシオスおよびゾナラスでは、ローマ人が決定したとし
か記されない。リーウィウスの「概要」では、決定主体は語られない。
このような史料状況で決定主体をローマ国民と考えてファビウスの引渡
に関する法律が定められたと想定するのは困難である。にもかかわらず、
Rotondiは国民の決議がありそうだ（verosimilmente）と
(27)
する。彼はその
想定の根拠を何も上げていない。したがって、この見解にしたがうべき必
要は
(28)
ない。
５ 264年 カルタゴとの開戦を定める法律
第１次ポエニ戦争開始に関わる史料の叙述は混乱しており、確実な状況
を読みとれない。例えば、マメルティニ人への救援決定が投票で定めら
(29)
れた後、ポリュビオスによ
(30)
れば、コンスル、アッピウス・クラウディウ
(26) Broughton,op. cit.,201はこの挿話の信憑性を疑う。
(27) Rotondi,op. cit.,244.
(28) Elster,op. cit.,144は、慎重ではあるが、法律の存在に懐疑的である。
(29) 前出Ⅰ-３マメルティニ人への救援派遣についての法律を参照。
(30) Pol.1,11,3f.
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ス・カウデクスをメッサナに派遣すると定められ、次いで、マメルティニ
人は独力でカルタゴ駐屯軍をメッサナから排除した。他方、ディオン・カ
ッシオスおよびゾナラスによ
(31)
れば、軍団トリブーヌス、C.クラウディウ
スの率いる先遣隊がシキリアに上陸しメッサナからカルタゴ駐屯軍を排除
した。このとき、まだAp.クラウディウスはメッサナに至る途中だ
(32)
った。
いずれにせよ、メッサナからカルタゴ駐屯軍が駆逐されたため、カルタゴ
とヒエロンは旧敵だったにもかかわらず同盟を結び、陸上・海上からメッ
サナを包囲
(33)
した。Ap.クラウディウスは、メッサナの包囲を解除させるた
めに使節を派遣した。この使節派遣も、ポリュビオスによればAp.クラ
ウディウスのメッサナ到着
(34)
以後、ディオドロスによればAp.クラウディ
ウスがまだレーギウムにいた
(35)
とき、と史料で異なっている。この使節がカ
ルタゴあるいはヒエロンとどのような協議をしたか定かではないが、ここ
で最後通牒が発され宣戦布告がなされたと考えられるかもしれない。少な
くとも、この後、Ap.クラウディウスはまずはヒエロンとの、次いでカル
タゴとの戦闘に
(36)
赴くからである。
このように様々あるバージョンのうちどれを信憑性あるものと捉え、ど
のようにして第１次ポエニ戦争に至ったのか、再構成する作業は重要なテ
ーマではあるが、本稿にとって問題なのは、これら一連の叙述のなかに国
民の投票は何も記されていないという点である。したがって、Ap.クラウ
ディウスあるいはその使節による宣戦布告があ
(37)
ったとしても、それは国民
(31) Dio Cass.frg.43,5ff.;Zon.8,8,7ff.
(32) 彼がこのときレーギウムに到着していたかどうかも定かではない。Pol. 1, 11,
4は明言しない。Zon.8,9,5はレーギウムには到着していなかったとする。
(33) Pol.1,11,5ff.;Diod.23,1,2f.;Zon.8,9,4.
(34) Pol.1,11,12.
(35) Diod.23,1,4.
(36) Pol.1,11,13ff.;Zon.8,9,5ff.;Diod.23,2.cf.Pol.1,15,1f.
(37) Ap.クラウディウスが送った使節とカルタゴおよびヒエロンとの協議の際に、
一定の最後通牒・宣戦布告が発されたという見解は多い。文献は、さしあたり、
Schwarte,K.-H.,Naevius Ennius und der Beginn des ersten punischen Krieges,
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の投票によるものではないのであって、国民の投票に基づく開戦決定は存
在しなかった、すなわち、カルタゴとの戦争を開始する法律は存在しなか
ったと考えざるを得ない。
本稿が検討すべきなのは次の見解である。それは Reussが提示しさほ
どの支持を得なかったが、Hoffmann、Petzold、Schwarteにより復活さ
れた見解で
(38)
ある。Reuss、Hoffmann、Petzold、それぞれが独自にこの見
解に達したので、各人で細部は異なっているが、その見解を大雑把にまと
めれば次のようになる。マメルティニ人からの要請は２つあり、それに応
えるローマ国民の投票も２つあったのだと。つまり、第１の投票はマメル
ティニ人との同盟についての投票であり、第２の投票はマメルティニ人へ
の救援派遣についての投票であった。この見解によれば、この第２の投票
が戦争開始を決定する投票だったとされる。
例えば、ディオドロスによれば、ローマ国民はヒエロンとカルタゴがメ
ッサナを包囲したと知ったときAp.クラウディウスを派遣したと伝
(39)
わる。
ポリュビオスの伝える最初の要請に続いて、ディオドロスは第２の要請を
伝えているかのようである。けれども、例えば、Richが想定
(40)
するように、
ポリュビオスとディオドロス両者の叙述を整合的に解釈することも可能で
ある。ポリュビオスが伝えるように、救援要請に応える決定が下された。
派遣されるべきコンスル、Ap.クラウディウスは出発の準備に手間取っ
た。その間、マメルティニ人が独力でカルタゴ駐屯軍を排除し、その結
in Historia21(1972),208??;209??参照。加えて、Harris,W.V.,War and Imperi-
alism in Republican Rome 327-70 B. C.(1979),268.
(38) Reuss, F., Zur Geschichte des ersten punischen Krieges, in Philologus 60
(1901),105ff.;Hoffmann,W.,Das Hilfegesuch der Mamertiner am Vorabend
 
des ersten Punischen Krieges, in Historia 18 (1969), 171ff.; Petzold, K.-E.,
Studien zur Methode des Polybios und zu ihrer historischen Auswertung (1969),
168ff.;Schwarte,art. cit.,210ff.
(39) Diod.23,1,4.
(40) Rich, J. W., Declaring War in the Roman Republic in the Period of
 
Transmarine Expansion (1976),122.
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果、カルタゴとヒエロンはメッサナの包囲を開始した。あるいは、Ap.ク
ラウディウスの出発が遅れたため、ディオン・カッシオスおよびゾナラス
が伝えるように、C.クラウディウスの指揮する先遣隊が送られた。彼ら
はカルタゴ駐屯軍をメッサナから駆逐し、その結果メッサナの包囲が生じ
た。それがローマに知らされて、ローマ国民は早急な出立をAp.クラウ
ディウスに命じた。
他方、ポリュビオス自身、ローマがシキリアに渡ったことについて非難
すべき点があるとすれば、マメルティニ人と友好を結び、さらに要請に応
じて救援を派遣したということだと述べて
(41)
いる。一見すれば、まず友好同
盟が結ばれ、次いで救援要請に応える派兵があった、と解釈できよう。こ
の叙述は明らかに彼の第１次ポエニ戦争開始に関する叙述と矛盾する。ど
ちらの叙述をとるべきかが問題となろうが、Scullardが述
(42)
べるように、
この箇所は補足的な言及に過ぎず、詳細な叙述よりもこの僅かな言及に重
きを置くべき理由はないように思える。
いずれにせよ、史料はそれぞれ混乱しており、確実なことを再構成する
のは困難でどのようにも解釈できる状況である。けれども、確かなのは、
どの史料にも投票が２つあったとはされていないということである。開戦
決定の投票を解釈によって導き出すより、それについての投票は史料に記
されていない点を重視すべきであろう。したがって、カルタゴとの戦争を
決定する投票はなかったので
(43)
ある。
(41) Pol.3,26,6.
(42) Scullard,art. cit.,543??.
(43) De Martino, op. cit., 278;Rich, op. cit., 119ff.; Scullard, art. cit., 543f.;
Welwei,K.-H.,Hieron II von Syrakus und der Ausbruch des ersten punischen
 
Krieges,in Res publica und Imperium .Kleine Schriften zur ro?mischen Geschich-
te(2004),102.Elster,op.cit.,146ff.もその存在を疑問とする。Paananen,art.cit.
にはこの法律への言及はない。なお、Rotondi, op. cit., 244は開戦決定の法律があ
ったことを認めるが、これとマメルティニ人への救援派遣を認めた法律とを区別で
きるか疑わしいとする。このことは、彼にも開戦決定の法律は見出しがたかったこ
とを意味するであろう。
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６ 242年 外人係プラエトルを設置する法律
367年に設置されたプラエトルに加えて今一人のプラエトルが設置され
たことは、リーウィウスの「概要」、リュドス、ポンポーニウスにより、
明らかである。けれども、その年代も、目的も、手続も、明らかでない。
年代を示すのは、リーウィウスの「概要」、リュドスであるが、はっき
りとしたことは分からない。リーウィウスの「
(44)
概要」は249年のコンスル、
P.クラウディウス・プルケルの姉妹に科された罰について述べた後、「こ
の当時、初めて２名のプラエトルが選出された（Duo praetores tunc
 
primum creati sunt）」と伝える。クラウディアの事例は、アテーイウス・
カピトーによ
(45)
ればファビウス・リキニウスとオタキリウス・クラッススが
コンスルだっ
(46)
た年に生じたので、246年のものである。２つ目のプラエト
ル職の設置を述べた後、リーウィウスの「概要」は、コンスル、A.ポス
トゥミウスが、マルスの祭祀であったため、ポンティフェクス・マークシ
ムスであるカエキリウス・メテルルスにより、都市ローマを離れることを
禁じられた、と伝える。A.ポストゥミウスがコンスルだったのは242年の
ことだ
(47)
った。以上の叙述によれば、プラエトル職の増員は240年代半ばの
ことと想定できよう。他方、リュドスは、「コンスルの263年目に２番目の
プラエトルが導入された」と
(48)
する。リュドスにおける最初のコンスルが
(49)
510年とすれば、247年となる。他方、217年のディクタートル職をコンス
ルの290年目のものともして
(50)
いるので、最初のコンスルは507年となり、こ
れによれば、プラエトル職の増設は244年となる。同一史料の内部で矛盾
があるため、ここでも確定でき
(51)
ない。ただ、彼においても、240年代半ば
(44) Liv.per.19.
(45) Ateius Cap.apud Gell.10,6,4.
(46) Broughton,op. cit.,216.
(47) Broughton,op. cit.,218.
(48) Lyd.mag.1,45.
(49) Lyd.mag.1,27.
(50) Lyd.mag.1,38.
(51) リュドスによるプラエトル増員の年については、De Martino,op.cit.,230f.??;
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にプラエトル職の増員がなされたと理解できる。このように、両史料によ
っても、240年代半ばとしか想定できない。。
プラエトル職増員の目的は、ポンポーニウスが述べて
(52)
いる。多数の外人
がローマにやってきたため、「外人係と呼ばれる今一人のプラエトル
（alius praetor qui peregrinus appellatus）」が選出され、「外人たちの間で裁
判を行う（inter peregrinos ius dicebat）」ことになった。つまり、イタリア
半島の統一以降、外人対外人、あるいは、ローマ市民対外人の裁判が増加
し、１人のプラエトルでは対処できなくなったため、特に外人対外人およ
びローマ市民対外人の裁判を管轄する新たなプラエトル職が設置された
と。これはローマ法教科書に記される通説であ
(53)
ろう。
けれども、例えば、Kunkelは、242年のポストゥミウスの事例を引き、
軍事指揮権を持つコンスルがシキリアへ出立できなくなったため、新たな
軍事指揮権を持つ公職が必要とされ、その結果、プラエトルの増員が行わ
れた、と考
(54)
える。近年プラエトル職について包括的な研究を公にした
Brennanも、裁判を求めてローマに来る外人の数はさほど多くはなくポ
ンポーニウスの法学的・合理的な説明は放棄すべきで、新しいプラエトル
職はシキリアのみを管轄とする公職として設置されたと
(55)
する。
プラエトル職増員の年代を242年に特定できれば、Kunkelの考えも成
り立つであろうが、設置年代の特定は困難である。また、ローマの裁判を
求める外人の数は、統計的な数字が伝わらない以上、どのようにも評価で
きよう。けれども、227年にプラエトル職がさらに２名増員された目的は、
シキリアおよびサルディニアという属州管理にあ
(56)
った。これを考慮すれ
Brennan,T.C.,The Praetorship in the Roman Republic I (2000),86も参照。
(52) Pomp.D.1,2,2,28.
(53) さしあたり、原田慶吉『ローマ法』（1949）10頁、船田享二『ローマ法１巻』
(1968）、58頁参照。
(54) Kunkel/Wittmann,op. cit.,296f.
(55) Brennan,op. cit.,86ff.
(56) さしあたり、Liv.per.20;Pomp.D.1,2,2,32参照。ただし、これらの史料か
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ば、プラエトル職増員にはインペリウム保持者の増員という側面があるこ
とも確実であろう。とりわけ、第１次ポエニ戦争末期の状況で、軍事指揮
者を新たに設置すべき要請があったであろうことも等閑には付せないと思
われる。通説を否定しようとは考えないが、より総合的に考察する必要が
あるであろう。
設置の手続について史料は何も伝えない。けれども、プラエトル職増員
についての法律を想定する見解が
(57)
ある。史料に伝わらないものを想定する
には十分な根拠が必要だが、例えば、Botsfordは２番目のプラエトルが
「疑いなく法律によって（doubtless by a law）」設置されたとするのみで、
何ら根拠を示していない。公職の新設・増設は法律によってなされねばな
らない、このような前提が彼にはあり、それをこの事例にも適用している
に過ぎない。もっとも、近年ではそうした法律の存在はほぼ想定されなく
なって
(58)
いる。
おわりに
これまで287年から241年までの時期に制定されたと史料に伝わる法律あ
るいは当該時期に制定された可能性ある法律、そして、研究者がその存在
を想定する法律について検討してきた。「はじめに」で述べた当該時期の
史料状況のため、信憑性ある法律は、年代不確定のものも含めて、僅か10
しかない。この状況で50年弱におよぶ当該時期の法律について総括するに
は相当慎重な態度で臨む必要があり、以下の叙述は仮説的な総括に留まる
らは増員の年代は特定できず、一定の推論が必要である。
(57) Lange,RA 1,779f.;id.,RA 2,654;Botsford,op. cit.,332.
(58) Rotondi,op. cit.,245すら?を付す。Paananen,art. cit.,14は公職の設置に関
わる法律のリストを掲げ以降それらの法律の信憑性について検討するが、当該の法
律はそのリストには上げられていない。Elster,op.cit.,158f.も存在を否定。また、
De Martino,op.cit.,230f.;Kunkel/Wittmann,op.cit.,296f.;Brennan,op.cit.,85
ff.も、検討する必要がないのか、当該の法律に全く触れていない。
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ものでしかない。
信憑性ある法律のほとんどは対外関係それも戦争に関わる。開戦を決定
するものが１（Ⅰ-１）、戦闘を伴うであろう外人の救済が２（Ⅰ-３、Ⅱ-
２）、軍規違反者の処罰が２（Ⅰ-２、Ⅰ-５）、和平が２（Ⅰ-４、Ⅰ-７）
と、10の法律のうち７を占める。これは、国民が戦争にたいし意思を表明
するという、５世紀後半から展開した伝統を維持するものであ
(１)
ろう。自身
の生命をかけた行為を決定するのはローマ国民に認められる権限だったの
である。ただし、第１次ポエニ戦争については開戦を決定する法律が存在
しない（Ⅳ-５）。戦争に関わる国民の権限に変更が生じたのであろうか。
本稿の事例だけを見ればそのような印象を得られるが、そのように考える
べきではなかろう。本稿で検討することはできないが、ハンニバル戦争、
第２次マケドニア戦争等に開戦を決定する法律は伝わって
(２)
いるからであ
る。けれども、状況に大きな変化が生じていたのは間違いない。戦争の開
始に先立ち、敵との協議はローマからはるか離れたシキリアで行われ、お
そらく協議が破綻したとき即座に戦闘が始まってしまったのである。ロー
マの対外拡大は必然的に戦争のあり方を変え、戦争に至る手続も実体に合
致するものとならざるを得なかったであろう。けれども、開戦決定が制度
として国民から奪われることはなかったと考えられる。
他方、僅か２例にしか過ぎないが私法に関する法律が伝わっている（Ⅱ
-１、Ⅱ-３）。けれども、いずれも制定年代も制定事情も明らかでない。
これは、戦争に関わる法律がその制定年代を特定でき、また、戦争に関わ
る可能性を持ち年代の不確定なⅡ-２がその制定年代をかなり狭く限定で
きるのと対比すれば、私法に関わる法律の大きな特徴となっている。この
ような違いはそれぞれを伝える史料が異なる範疇のものであることによる
であろう。私法について伝える史料はガーイウスあるいは学説彙簒といっ
(１) 原田、前掲書、173頁、278頁以下参照。
(２) さしあたり、ハンニバル戦争については Liv.21,17,4、第２次マケドニア戦争
については Liv.31,5,8f.;31.6,1ff.;31,8,1ff.参照。
早法87巻２号（2012）428
た法文史料のみである。法文史料は法律の内容については伝えるがその制
定年代とか制定事情にはほとんど関心を持たなかったようである。これに
たいし、戦争について伝える史料は、リーウィウスやディオニューシオス
といった年代記的史料であり、私法について関心は持た
(３)
ないが、政治状
況・外交状況について大きな関心を抱き、その制定年代・制定事情も一定
程度伝えてくれる。とりわけ、第１次ポエニ戦争等を伝えるポリュビオス
の作品は、ローマがどのようにして地中海世界の覇者となったかをその叙
述の目的とするため、法律制定の背景についても十分に伝えてくれる。僅
かな事例から一般化するのは危険だが、法律を歴史的コンテクストに埋め
込むためには、年代記的史料が不可欠と考えられる。
以上大別して２つの領域がこの時期の主要な法律だったように思われ
る。けれども、これは国内状況を伝える年代記的史料（とりわけリーウィ
ウスの叙述）がわれわれに伝わっていないためと考えられ、先の２つの領
域に属さない法律もあったであろう。したがって、Ⅰ-６は２つの領域に
属さない例外のように見えるが、必ずしもそのように考える必要はないで
あろう。
他方、戦争に関わる法律は個別の一回限りの状況を解決するものであ
り、将来におよぶ規範を確立する機能を持たない、「個別状況に結びつけ
られた法律」である。開戦や和平が永続的に存続することはあり得ないか
らである。これに対し、私法に関わる法律およびⅠ-５の軍規違反者を処
罰しコンスルのインペリウムへの服従を確立しようとする法律は、将来に
およぶ「規範を生み出す法律」である。このように、その機能に関して法
律は２つに大別さ
(４)
れる。けれども、こうした大別は共和政初期のあり方を
(３) 年代記的史料が私法について叙述する場合は、その法律が政治的重要性を持つ
場合に限られるようである。例えば、326年のポエーテリウス・パーピリウス法、
あるいは、313年のポエーテリウス法がそれである。原田、前掲書、118頁以下参
照。
(４) こうした機能面に着目した法律の大別は、Bleicken, LP, 66; 74に基づく。
Bleickenの想定の概要は、原田、前掲書、25頁以下、151頁以下参照。
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引き継ぐもので
(５)
あり、その機能面においてはこの時期の法律に大きな変更
は生じなかったと解されよう。
国家制度に関わる法律はほとんど存在しなかったと考えてよかろう。と
りわけ、この時期には公職の増員がなされ史料に明言されているにもかか
わらず、それに関する法律は何も伝わっていない。信憑性に疑問のあるⅢ
-１を法律と認めたとしても、国家制度の改革は通常法律によるものでは
なかったと確認できる。これも共和政初期の状況を引き継ぐもので
(６)
ある。
この時期を19世紀的な法律実証主義の観点から理解するのは困難である。
けれども、一部研究者には、公職に関わる法律を見出そうとする傾向があ
る（Ⅳ-３、Ⅳ-６）。あるいは、元老院の管轄事項も法律によって定めねば
ならないという前提がある。Ⅳ-１は国庫収入、Ⅳ-２は銀貨使用に伴う国
家財政の変化、Ⅳ-４は外交使節への暴力行為、いずれも元老院の管轄事
項である。こうした問題に国民の関与は必要ではなかった。にもかかわら
ず、公職や元老院に関わる事柄に法律を見出そうとする姿勢には、法律実
証主義的思考が一部研究者に存在することを認めねばならないだろう。
以上、僅かな事例から当該時期の法律のあり方について結論として引き
出せるのは、次の事柄である。ローマの対外発展に帰結した永続的な戦争
の時期に法律も主として戦争に関わり、また、法律の基本的なあり方は共
和政初期以来の状況を引き継ぐものだったと確認できよう。
(５) 共和政初期の法律が「個別状況に結びつけられた法律」と「規範を生み出す法
律」に大別できることについては、原田、前掲書、153頁以下参照。
(６) 共和政初期の国家制度に関わる法律については、原田、前掲書、86頁、100頁
以下、132頁以下参照。国家制度に関わるプレブス決議については、原田、前掲書、
196頁以下、228頁、253頁以下参照。
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